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大都市インナーエリア
　　「まちづくり」の社会経済的背景
今野裕　昭
1．はじめに
　東京，大阪，神戸といった大都市の都心業務地区に接する，過密で老朽化
がすすんでいる下町地区では，経済が低成長期に入って昭和50年代中頃から
とくに，木造密集市街地の再開発が問題になりはじめてきた。従来，既成市
街地の再開発の大部分は，3ha以下の規模でのものが多く，スクラップ・
アンド・ビルト方式でのものが多かった。こうした中で，とくに木造密集市
街地の場合は，十数haにも及ぶ大規模で総合的な改善事業がいくつか行わ
れはじめている。こうした木造密集市街地の総合的な改善事業を，「まちづ
くり」と呼んでいる。そこでは修復型の再開発手法が選択され，ある一定の
面積にわたり20年とか30年の長期計画で，できるところから部分部分更新し
てゆく形がとられている。
　東京の墨田区京島地区，一寺言問地区，世田谷区太子堂地区の「まちづく
り」，大阪の豊中市庄内南地区や大阪市都島区毛馬大東地区の「まちづくり」，
神戸市長田区真野地区，御菅地区の「まちづくり」などがこれである。
　東京や神戸の「まちづくり」といわれる事業方式をとっているところでは，
昭和55年頃から住民の代表，有志が地区全体の青写真を構想し，行政がこれ
を事業計画化し，まちづくり推進会（協議会）を組織して修復型の再開発を
すすめる手法が共通にとられている。なぜこの時期に，このような修復型の
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再開発が共通にとられるのか。これらの地区では，なにを地域課題にして，
この時期修復型の「まちづくり」が採用されているのであろうか。「まちづ
くり」としては全国でも先進的といわれている，神戸市真野と東京京島の2
地点をとりあげて，若干の検討を加えてみたい。
　真野，京島ともに，大都市における産業空洞型インナーエリアの典型であ
り，「まちづくり」が出現する背景も，昭和50年代後半に入ってから注目さ
れた大都市インナーシティ間題の顕在化と無関係ではない。歴史的にさかの
ぼると，真野，京島ともにインナーシティ問題の生じた必然性が，はっきり
と浮き彫りにされてくる。本小論では，この側面を検討してゆく。
2．真野，京島の沿革
　ここで検討の対象にとりあげる真野地区と京島地区（真野45ha，137．2人
／ha，京島25．5ha，397．8人／ha，昭和60年）は，どちらも大都市の一角で，
日本資本主義の発展を底辺で担ってきた地区である。どちらの地区の沿革も，
日本資本主義の発展過程にみあう形で，変貌をヴィヴィッドにたどることが
できる。表1のように，真野，京島とも，近代日本の産業化とともに，大正
年問以降昭和戦前期を通じてそれまで農村地帯だったところから急速に開発
された。両地区ともに第二次大戦の戦火を免れたため，当時の木造長屋が現
在まで老朽不良住宅として残り続けている。さらに両地区では，戦後の経済
の高度成長期を通じて，主に製造加工の底辺的加工部門である部品加工業を
中心に，零細な町工場が成長してきた。やがて経済の低成長期に入ると，地
場産業の衰退傾向とともに，地区人口の減少・高齢化という共通の問題を抱
えはじめる。
　真野地区は，明治末期から大正初期に，川崎製鉄，川崎重工，三菱重工と
いう地元神戸の大企業1）や鐘淵紡績など，地区に隣接する大工場の職工向け
社宅（木造棟割長屋）として開発がはじまり，大正年間には現在のまちの状
況がほぼできあがっている。すでに農地だった段階で区画整理がなされてい
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真野地区，京島地区の工業の推移表1
真　　野　　地　　区 京　　島　　地　　区
??? もともと農村地帯
・明治末期から大正初期に川崎製鉄，川崎
重工，三菱重工，鐘紡など周辺大工場と
・関東大震災までは農村地帯，震災後東京
市民の郊外移住で人ロ集中
・昭和2年頃大量の棟割長屋が屈曲した農
の 関連中小企業の工員社宅や住宅（木造棟 道沿いに建設され市街化が進行し，外周??（???
割長屋）として開発
・大正年間にほぼ現在のまち並みが成立
・マッチ工場，ゴム工場の小工場も発達
の幹線道路ができ，昭和10年代には現在
のまち並みがほぼ成立
・周辺の自転車，インキ，ゴムの大手メー
カーや関連中小企業の職工の居住地にな
） る一方，地元の人も小工場を営業
戦時中 ・戦災を免れる ・戦災を免れる
・昭和27年頃から地区外者が長屋を買取り ・周辺に水運を利用しての繊維，油脂，化
工場に，また，地元の人が会社を辞めて 粧品などの大規模工場，輸出用金属玩具
??
自立 メーカー，喫煙具メーカーが立地
度 ・高度成長期＝町工場の成長期　ゴム，金属，機械，プレス，油脂，マッチなど
・京島には2次，3次下請の町工場が集中
一金属加工系業種（金属玩具部品，喫
成 ・昭和30年代末にもまだ戦後のバラックが 煙具部品，金型，金属プレス，ゴム製品，
長 一部建ち並び養豚をやるものがいたりなどスラムー歩手前の状況
塗装メッキなど）および繊維雑貨系加工
業（袋物，皮革製品の部品加工，ニット，
期 ・昭和40年代，公害追放運動，町工場の移 メリヤス縫製業）
転，跡地の緑地化（公園化） ・昭和40年代，工場等制限法により周辺大
工場の都外移転がはじまる
・周辺大規模工場の人員削減，県外工場へ ・円高による輸出用金属玩具，喫煙用具産
低成長期 の生産拠点の移動による，真野地区産業 業への打撃，京島地区産業の衰退
の衰退
たために，狭いとはいえ地区内を碁盤の目のように区画している平均4m幅
の区画道路は大正年問にできあがっていたが，区画の内部は迷路のような細
街路が入り組み，今日までそのまま続いている。大正年間から戦前期を通じ
て真野には，明治・大正にかけて神戸の輸出の花形商品であったマッチの製
造工場，さらにゴム工場などの小工場があったが，住民の大半は川鉄，川重，
三菱などへの勤め人であり，住環境に恵まれた住宅地であった2）。
　似たような発展が，京島地区でもみられる。ここでは，関東大震災後の東
京市民の郊外移住によって急激に開発がはじまり，昭和初期には現在のまち
の状況がほぼできあがっている。昭和15年の墨田区の人口は479，809人で，
戦後高度成長期の人ロピーク（331，843人，昭和35年国勢調査）をはるかに
上回っていたが，当時墨田区内には，自転車，石鹸，インキ，ゴムの大手メー
カーがあり，全国でも有数の工場立地地帯であった。京島は，昭和初期，こ
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ういった大手メーカーや関連中小工場の職工たちの居住地になり，農道沿い
に棟割長屋が大量に建設されていった。同時に一方で，地区内には大正時代
から小工場が立地していたが，震災後，旧市街地や地方から流入した人たち
が小工場を建設，営業しはじめ，京島は住工混在の地区になっていた3）。
　戦後，朝鮮戦争以後高度成長期を通じて，両地区ともさらに工業が発展し
た。京島では，墨田区内の工場に勤めていた職工が，戦火を免れた自宅の玄
関等に小型機械を置いて独立するケースも多かったという4）。昭和30年代，
40年代の高度成長期を通じて，機械関連の部品加工部門（自動車部品，家電
部品，カメラ，工作機械など），および工業製品系統の金属加工系業種（金
属金型，プラスチック金型，ゴム金型など金型部門〉と，消費財系統の繊維
雑貨品加工業（ニット，メリヤス，布吊等衣料品，ハンドバック，カバン等
袋物，皮革製品，およびその付属金属部品の加工，装身具等身の回り品，文
具，玩具，ライター等の部品加工）が興隆したが，ほとんどが2次，3次下
請加工業という点で共通し，家族労働形態の中小零細な町工場が多い。中で
も，京島で地場産業としての工業の成長の源泉をなしていたのは，金属玩具
を中心にした輸出用金属メーカーの部品下請加工業と喫煙具メーカーの部品
下請加工業（金属プレス，ゴム成形，金型，メッキ業など）であった5）。輸
出用金属メーカーおよびライターを中心にした喫煙具メーカーは，高度成長
期に東京城東地区（荒川，葛飾，墨田，江東，足立，江戸川）に盛業してい
る。高度成長期の京島は，墨田区の中でも，八広，東向島，墨田，立花に次
いで工場事業所の多い町で，しかも密集度の点では1位であった6）。しかし
昭和40年代にはすでに工場等制限法により主力メーカーが都外へと転出しは
じめ，円高とも相侯って，その後の低成長期を通じての地場産業の衰退へと
つながっている。
　同様に真野においても，朝鮮戦争後昭和27年頃から，地元の職工が会社を
やめて独立したり，地区外者が長屋を買い取り工場にしたりという形で，高
度成長期を通じて一気に町工場の成長期が訪れた。ここでもやはり，周辺大
企業の2次，3次下請という，家族労働力による零細な町工場が多い。ゴム
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製品，金属製品，機械器具，プレス，油脂，マッチといった業種が中心で，
どちらかというと工業製品系統の加工系業種が多いのが特徴である7）。この
地区は大半が戦災から焼け残っているが，昭和30年代末にもまだ戦後のバラッ
クが一部残り，その中で養豚業をやるものもいてまちがスラムー歩手前の状
況を呈し，さらに，通過車両の排気ガスや町工場からの公害が激化して住民
に喘息が多発したことにより，昭和40年代に入ると公害追放の住民運動がは
じまっている。やがて低成長期に入ると，周辺の大規模工場が移転し地場産
業が衰退するのも，京島と同様の現象である。
　こうして経済の低成長期に入ると，両地区とも周辺の大規模工場の移転に
ともなう地場産業の衰退と，地区人口の減少・高齢化，建物・施設の老朽化
という，産業空洞型インナーエリア8）に共通の問題が顕在化する。
1）神戸の地元出身大企業は5大企業と呼ばれ，三菱電機，神戸製鋼がこれに加わる。
2）毛利芳蔵「まちづくりと住民」（『行政管理』1984年／秋）：6頁。
3）墨田区『京島地区工業の実態分析と振興策』昭和59年194頁。竹中英紀「インナーエ
　リアにおける社会移動と地域形成」（高橋勇悦編『大都市社会のリストラクチャリン
　グ』日本評論社，1992年）：102－105，109－110頁。
4）京島地区工業者を対象とした墨田区の調査では，従業員から独立して開業したものが
　61．7％を占めている（墨田区『京島地区工業の実態分析と振興策』＝8頁）。
5）墨田区『京島地区工業の実態分析と振興策』：95－96，99頁。
6）墨田区『墨田区中小製造業基本実態調査』昭和54年。昭和58年においても，京島2・
　3丁目地区25．5haに，387事業所を数えている。真野地区においても工場事業所の密
　集度が高く，昭和40年代最盛期には45haに大小260社に及ぶ工場があった（毛利芳蔵
　　「住民こそが主人公」『部落問題』57号，1981年）。
7）経済高度成長期から低成長期にかけての真野地区町工場の業種別構成は，今野裕昭
　　「都市の住民運動と住民組織」（『東北大学教育学部研究年報』34号，昭和61年）：
　62頁。この地区には，戦後高度成長期を通じ，ゴム，製糖，油脂，食料品加工などの
　大規模工場も成立している（「尻池南部地区だより」111～118号，昭和58，59年）。
8）園部雅久は東京のインナーエリアを素材に，インナーエリアを，産業空洞型，投機蓄
　積型，多民族型の3つに分類している（「変貌する下町」『都市社会学のフロンティ
　ア』1　日本評論社，1992年：71頁）。この分類からすると，真野，京島とも零細町
　工場が集積する，日本経済の二重構造の一端を形成してきた地域で，産業空洞型イン
　ナーエリアの典型といえる。
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3．高度成長期における両地区工業の特色
　真野，京島とも，日本の工業の底辺的加工部門を担っている。両地区とも
機械関連加工業が多いが，その関連する機械や機械部品の種類は，きわめて
多様なのが特徴である。製品製造加工業務が，「材料手配一素材加工一部品
加工一部品組立一完品組立一仕上げ」の工程で成り立っているとすると，真
野，京島，両地区とも，この工程のうちの「部品加工」の部分を主力メーカー
から2次，3次下請する形で，地区産業の存立基盤にしている。真野，京島
の工業は，特定の機械製作に特化しているのではなく，各種機械に共通する
底辺的な加工部門として，業種別分業の中でその位置を占めている。昭和58
年に墨田区が行った京島地区の工業者調査は，地区工業者が同業者から受注
を受けるケースが多いのに対し，京島地区のほうから発注（外注）するケー
スはきわめて少ないことを明らかにしている玉）。これは，京島地区の機械，
金属業者が，底辺加工的工業の中でも末端的な位置にあることを示している
が，中核的工程でなく末梢的工程を担っていることが，かえって各種機械に
共通する多種類の機械の生産を支える役割を果たしている。
　こうした工程は，家族労働力による零細な町工場によって担われている。
真野地区では，3人以下の製造業事業所が40．9％，4人以上9人以下が41．3
％を占め，30人以上99人以下はわずか3．4％，100人以上はO．6％にすぎない2）。
京島地区でも，製造業事業所の83．3％が従業者規模4人以下のもので占めら
れ，30人以上99人以下はまったくなく，100人以上はわずかO．3％しかない3〉。
昭和58年の墨田区の調査でも，従業者構成が事業主のみおよび夫婦のみの両
者で53．2％を占め，これに家族のみを加えると70．8％にものぼっている4）。
また，両地区のこうした零細な町工場は職住が一致しているのが特徴で，真
野には棟割長屋の1階（7～11坪くらい）を作業場にし2階を住居部にして
いるような町工場がたくさんある5）。同様の事情は京島でも同じで，墨田区
による京島工業者調査では職住併設が79．8％，徒歩数分以内の範囲に近接と
いうのが13．6％という結果が出ている。しかも作業場面積は，5坪未満がもっ
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とも多く37．O％，次いで5～10坪が25．8％で，両者合わせると62．8％にもの
ぼる6）。
　以上のような特徴をもつ京島地区工業の存立基盤は，工業製品系部門につ
いてみれば大規模工場生産の生産性の維持に必要な加工部門である点に，そ
して，消費財系部門に関してはメーカー生産のリスクの分散に寄与し，また
近年の消費者二一ズの多様化に合わせた少ロット多種生産が可能な点にある
と，墨田区の工業者調査は分析している7）。この性格は，真野の工業におい
ても同様のことがいえると思われる。
　さらに，真野，京島ともにブルーカラー層住民が多いが8），真野地区では，
これら住民のライフヒストリーをとると，親の代あるいは本人の代に主に四
国，中国，九州奄美から流入し職工として生活を築いてきた勤め人が，自営
化する志向が強く，自営業主の現世帯主の子どもは大学を出てホワイトカラー
化し，家業は一代限り（いわゆる家業の安楽死）というケースの多いことが
みられる9）。同様のことは，職工がそれまで勤務していたところを辞めて同
じ業種で独立したケースの多い京島地区でもみられるが，京島で調査を行っ
た高橋勇悦たちは社会移動の観点から，大都市下町のインナーエリアが住民
の上昇移動の苗床になっている点を指摘し，これを京島の一町会の世帯主調
査から量的に実証している10〉。「京島地区の社会移動は，ブルーカラー層の
下降移動ではなく，その上昇移動にあり，この点で，下降移動者が集積する
スラム地区とは違う」「ノンマニュアル，マニュアルを問わず，勤め人が自
営化する傾向があり，ブルーカラー層の地位達成点として自営業がある」
「墨田区土着層は流入層に比し自営化する上昇志向が弱いが，京島2世に高
学歴化，ホワイトカラー化がみられる」という点が，その知見である。
1）製品メーカーおよびメーカーの下請業者から仕事をもらっている取引が全体の50．9％，
　同業者から仕事を受けている取引が21．2％となっている。これに対して外注先数がゼ
　ロというものが63．3％と，外注先は著しく少ない。受注先を地区別にみると，京島地
　区内がわずか6．2％しかなく，地区内で仕事を回し合っているものも1L7％しかない
　のが特徴的である（墨田区『京島地区工業の実態分析と振興策』：11，24頁）。同様
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　に真野においても，近年「まちづくり」でやっと地区内で仕事を回し合う気運が出て
　きたといわれているように，真野地区内から仕事を受けたり回し合っているケースは
　少ない（平成1年筆者調査）。
2）昭和53年，工業統計。
3）平成3年，事業所統計。
4）墨田区『京島地区工業の実態分析と振興策』：5頁。
5）今野裕昭「大都市衰退地区における「まちづくり」と住民の対応」（『秋田大学教育
　学部紀要一人文・社会科学』42集，1991年）。
6）墨田区『京島地区工業の実態分析と振興策』：20，21頁。
7）上同：107頁。
8）真野地区の産業分類別就業者数をみると，昭和45年に製造業従事者が52．1％，昭和50
　年に42．7％と，昭和50年の神戸市全体の25．0％と比較しても高い。京島地区において
　も昭和45年に製造業従事者が41．9％，昭和50年に40．9％，平成2年に32．6％と，東京
　都全体（20．1％，平成2年）の中でも高い。また職業構成でみても，昭和55年に技能
　工，生産工程作業者及び労務作業者が，京島45．7％，墨田区37．4％，東京都26．5％と，
　ブルーカラー層の多いのが特徴である。（いずれも国勢調査）
9）今野1991は，ケースとしてこの点を示している。
10）竹中1992。園部1992。
4．産業空洞型インナーエリア
　昭和50年代以降経済の低成長期に入ると，両地区とも地域の衰退がはじま
る。大都市の産業構造は，脱工業化時代の産業構造の転換によって，表2の
ように，東京都でも神戸市でも，昭和55年頃から金融・保険・サービス業の
従事者比率が製造業のそれを追い越す。しかし，大都市全域で一様にこうし
た現象がみられるわけではない。小地域小地域がきわめて多様な発達をとげ
モザイク状に共存している大都市市街地では，限られた地区をとると必ずし
もそうはならず，真野，京島でも，製造業従事者と金融・保険・サービス業
従事者の比率は逆転しない。
　一般に大都市市街地では，ドーナツ化現象で人口が減少するものの，脱工
業化時代に入ると通勤の便のよい地区には共同住宅，マンションが建ち，第
3次産業，サービス業従事者を中心にした新住民が大量に流入するという現
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象がみられるとされる。しかし，真野，　　表2産業別就業者数割合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（製造・金融・保険・サービス業）
京島は，通勤の便がよいにもかかわら
ず，第3次産業従事者が新たに流入す
る余地がないほどに密集過密である。
そして，これと平行して，地場産業の
衰退が進行し，人口は減少の一途をた
どっている。
　真野地区では，昭和40年代に地域で
起こった公害追放の住民運動で町工場
が他地区や地区外の工場団地へと転出
したという内部的な要因と，低成長期
の構造不況によるリストラで生産の主
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国勢調査力が最新の設備をもつ県外の工場に移
り，真野周辺の大工場が人員整理をしたという外部的な要因’）によって，2
次下請，3次下請を中心にしている地場産業としての町工場の衰退がはじまっ
た。また，過密状況の中で自営成功者も工場の規模拡大ができずに地区外に
出るというメカニズムが働き，地区から出るに出られない構造を生活の中に
抱えているものが残る。表3は，真野地区の工業と商業の推移であるが，工
場総数は増加してきているものの従業員総数は減少している。規模別に工場
数をみると，10人以上規模の工場が漸次減少し，極端な零細化が進んできて
対全就業者比率
製造業 金融・保険・サービス業
昭50 25．0 21．2
55 22．2 23．6神戸市 60 21．1 25．8
平2 19．9 28．2
真　野 昭50 42．7 13．5
地　区 平2 40．9 15．1
昭50 26．1 23．9
東京都 55 23．4 26．2
（区部） 60 21．5 28．8
平2 19．7 31．4
京　島 昭50 40．9 14．1
地　区 平2 32．6 20．2
表3　真野地区の工業（製造業）・商業（小売業）の推移
従業者規模別工場数
年 工場数 従業者数
10人未満10人以上 30人以上
年 商店数
昭45 197 5，587 87 79 31 昭45 134
50 314 4，508 212 80 22 51 158
56 203 3，872 107 77 19 56 140
60 387 4，264 301 64 22 60 130
63 396 3，901 310 69 17 63 116
平2 414 3，318 327 73 14 平3 101
工業統計，商業統計
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いる。こうした地場産業の衰退は，地区人口の滅少をもたらし，購買力の低
下が商業の衰退をひき起こすと一般に説明される。しかし，それ以上に下町
の商店と町工場は一種独特の結びつきをもっていて，町工場の衰退は，即，
商店の衰退を意味している。地域の飲食店やお惣菜屋さんが，工場労働者を
顧客にしているだけではない。小零細工場の経営者は，あらゆる日常生活品
までも近辺の商店から「つけ買い」をし，1カ月問現金を動かさなくともやっ
ていけるようなシステムがつくられていて，下町ではこういった町工場と商
店群の共生が結構息づいている。町工場が転出するということは，地域の中
のこのようなネットワークが壊れることを意味している2）。
　京島においても同じような地場産業衰退のメカニズムがみられる。ここに
おいて地場産業としての町工場の衰退がはじまったのは，昭和40年代の東京
都の工場等制限法による主力メーカーの都外移転と，低成長期に入ってから
の円高による主力工場の衰退という外部的要因によってであった。表4は京
島地区の工業と商業の推移であるが，年々町工場も商店も減少しつつあり，
地域の活力が失われてきていることを示している。町工場経営者の高齢化と
高学歴化した後継ぎのホワイトカラー化による後継者難とによって，「家業
の安楽死」がつぎつぎと進行している。墨田区による京島工業者調査では，
後継者のいないもの46．8％，今後の経営方針が自分一代限りとしているもの
が39．9％にものぼる結果が出ている3）。真野，京島は共に都内，市内でも家
賃の安い地区で事業環境・住環境が決してよいわけではなく，地区外に出ら
れるものは出ていってしまっており，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　表4　京島地区の工業（製造業）・残ったものは一代限りでの経営を続け　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商業（小売業）の推移
ざるをえないものが多いというのが実
情である。
　地場産業の衰退と共に，地区の人口
が減少し高齢化するという現象が低成
長期になると急激に顕在化し，これが
何より大きな地域の問題として浮かび　　　　　　　事業所統計，商業統計
年 工場数 従業員数 年 商店数
昭47 484 1，739 一 『
50 422 1，483 一 一
53 385 1，486昭54 287
56 370 1，288 57 295
61 302 1，006 60 257
平3 275 1，117平3 240
一240一
大都市インナーエリア「まちづくり」の社会経済的背景
表5　真野地区，京島地区の人口推移
真　野 地　区 京　島 地　区
年
世　帯 人　口 65歳以上比率世　帯 人　口 65歳以上比率
昭35 3，22713，377 一 ｝
40 3，09911，752 3，64615，274 11．0※
45 2，94710，479 1L5※3，60613，508 8．6
50 2，6218，542 15．1※ 3，43811，574 13．0
55 2，4157，164 13．1 3，22810，127 13．5
60 2，2206，172 15．3 3，0428，950 14．8
平2 2，2705，910 17．6 2，9898，159 16．7
※60歳以上の人口比率　　　国勢調査
上がってきている。表5は真野地区，京島地区の人口と高齢化率の推移であ
るが，どちらも人口が現在，戦後最盛時であった高度成長期からみると半減
していることが示されている。世帯数の推移も減少していることから，この
人口減少は地場産業の衰退と相関しているといえるが，真野の場合は，転出
した町工場の跡地を住居にせず，積極的に公園などに緑地化していったこと
にもよるといわれる。いずれにしても家業としての町工場を廃業した後も，
そのまま住居としてそこに住み続けるために人口は増えず，家族のレベルで
みると，住環境の劣化，狭小さゆえに若い者が結婚を機に地区外に転出し，
高齢者だけが残るというメカニズムをそこに見出すことができる。
　両地区は戦災で焼け残ったがゆえに戦前からの老朽住宅が多く，地域の活
力の衰退や高齢者，生活力のないものが多いことが4），建物の更新を困難な
ものにしている。真野地区では昭和56年の市再開発課による調査で，長屋が
49．4％，全住宅の73．O％が不良住宅という結果が出ている5）。京島地区では，
長屋住宅が58．2％，老朽住宅が43．9％を占めている6）。さらに建物の更新を
難しくしているのは，地主，家主，借家人の関係が錯綜しているという，不
動産の所有実態である。図1は真野のある街区の建物所有状況であるが，非
常に込み入っており，また，地主が地区外に在所していることが事態をさら
に複雑なものにしている。同様に京島でも所有関係は錯綜しており，工業者
対象の調査であるが，自地自家33．5％，借地自家34．6％，借家30．3％という
結果が出ている7）。
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（「街区計画案」（平成1年）及び「長田区詳細図」より）
図1　真野地区の一街区，住宅の権利関係
1）真野およびその周辺の大規模工場の従業員数は，昭和44年から55年までの10年間に平
　均して42．4％も減少している。詳しい推移については，今野1991：114－115頁。
2）町工場と商店との地域の中でのネットワークについては，同上論文：116頁。
3）墨田区『京島地区工業の実態分析と振興策』：6，17頁。
4）真野地区の場合は，生活保護世帯率が全市平均よりも4．9％（平成2年）も高くなっ
　ており，身障者を抱えた世帯も多い（今野1991：118頁）。
5）神戸市民間再開発課「真野地区のまちづくり」平成1年：3頁。
6）「京島地区まちづくりニュース」No1（昭和55年8月）。
7）墨田区『京島地区工業の実態分析と振興策』：23頁。
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5．「まちづくり』の課題
　地場産業の衰退，人口の減少・高齢化，建物の老朽化の有機連関的進行は，
脱工業化時代に入ってからの世界の大都市に共通するインナーシティ問題で
ある’）。東京では昭和50年から55年にかけてのごく短い期問に人口の衰退期
を経験するが，脱工業化にともない産業構造が転換し，世界都市化したこと
で，その後再び人口が一極集中に転じたこともあって，日本ではインナーシ
ティ問題がないという議論もみられる2）。しかし，大都市市街地のモザイク
を局地的にみれば，インナーシティ問題はまさに進行している。
　真野，京島ともに地場産業が衰退しつづけているのは，脱工業化にともな
う急激な産業構造の転換に，地区産業の転換が追いつけなかったことによっ
ている。この意昧では両地区は，高度成長期に公害という資本主義発展の矛
盾を負わされたのと同じように，現在再び産業発展の鍍寄せをもろに喰らい，
矛盾の鍍寄せが蓄積するという，都市構造のもっとも弱い部分の一角に位置
しているといえる。この地場産業の衰退は，これまでそこに住んでいた住民
の人口減少をまねく一方，地域の中には，ホワイトカラー層を中心とした新
しい流入住民を増大させることができない構造があった。それは，新しい住
民を流入させる余地がないほどの密集過密状況と，とり残された木造不良住
宅（棟割長屋）に象徴される住環境水準の低さである。
　地場産業の衰退による地区の人口減少・高齢化，生活能力の低下，これが
住宅の改善をますます困難なものにしてゆくという環境の中で，両地区では，
なによりも人口の呼び戻しを最大の課題に置く地域の再賦活化の必要性が生
まれている。「まちづくり」がこれである。真野，京島とも，昭和55年頃か
ら「まちづくり」がはじまり，住民の代表，有志によって地区再生のための
青写真（まちづくり計画）が検討され，これが住民と行政に提案されて行政
がこれを事業計画化する活動が進展している。いずれも，①人口の定着，②
住商工が一体化した職住近接，③良好で潤いのある住環境を，まちづくりの
目標にする点で共通している。竹中英紀は京島の調査を踏まえて，大都市下
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町の中にある独立自営化への住民のエートスが，高度成長期までは町会体質
の地域社会秩序によって保障されていたが，産業構造の転換でこの秩序形成
力が崩れ，そこに「まちづくり」という行政の介入の余地が生まれたという
興味深い指摘をしている3）。産業構造の転換時にはつとに旧町会体質の秩序
が崩れ去ってしまっていた真野地区でも，やはり「まちづくり」が必要だっ
た。真野では住民全体の中からこの動きが内発的に生じ，京島では最初行政
のしかけでこれがはじまったとはいえ4），両地区の「まちづくり」は，すで
にみてきたように地区の中にその必然性があった。インナーシティ状況は，
「まちづくり」を必要とする環境を共通に生み出していたのである。
　本小論では，先進的といわれている真野と京島という限られた地区での
「まちづくり」が生じた背景を，主に産業構造の変化の面から検討するにと
どまった。真野も京島も，住商工混住地区のインナーシティエリアである。
両地区の大都市インナーエリアとしての現象は，驚くほど類似している。客
観的状況は，同じ構造の中にあることは明らかである。地区計画を援用する
ような形での修復型「まちづくり」が，昭和55年前後から両地区で具体化す
る背景には，もうひとつ，日本の都市計画の大きな流れが関わっている5）。
この点をもふまえた両地区の全体的な構図については，また改めて論じてみ
たいと考えている。
1）大都市衰退地区再生に向けての課題という観点から，これら3点をインナーシティの
　特徴として指摘しているものに，奥田道大「戦後日本の都市社会学と地域社会」
　（『社会学評論』38－2，1987年）がある（とくに181－199頁）。インナーシティ問
　題は，欧米の大都市では昭和55年頃から問題にされ，上記3点のほかに，失業の増大，
　スラム化，少数民族の大量流入がその大きな特徴として論じられる一方，通勤に便利
　な地区であることからするホワイトカラー中問層住民の再流入（いわゆるジェントリ
　フィケーション）が注目された。
2）こうした議論を整理しているものに，成田孝三「インナーシティ論の今日」（『都市
　政策』63，1991年：3－14頁）がある。成田は，歴史の古い旧6大都市クラスの大都
　市にインナーシティ問題があるとする立場をとっているが，高橋勇悦も『大都市社会
　のリストラクチャリング』（前掲）の「まえがき」部分で，東京の分析を踏まえ，東
　京のインナーシティ問題を東京問題として研究することの必要性を結論している。
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3）竹中1992：94頁。
4）両地区の住民主体と行政主導の吟味，およびその規定要因についての考察は，今野裕
　昭「まちづくりにおける住民主体と行政主導」　（『宇都宮大学教育学部紀要』45号1
　部，1995年）を参照されたい。
5）日笠端「市街地の更新とまちづくり」（『都市問題』85－9，1994年）は，この視角
　からのコンパクトな鳥鰍を含んでいる。
（付記）
平成7年1月17日未明の兵庫県南部地震によって，本稿の考察対象地である神戸市長田
区真野地区も大きな被害と犠牲を被った。ここでは数十年にわたる「まちづくり」の活
動の蓄積が力を発揮し，住民の相互扶助によって被害を最小限にくい止めたと聞いてい
る。地域の住民の生活の一日も早い復興を願っている。　　　　（平成7年2月3日）
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